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連結貸借対照表

－ 19 －

連 結 貸 借 対 照 表

（平成22年３月31日現在）

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目 金　額 科　　目 金　額

流 動 資 産 3,774,523 流 動 負 債 3,282,429

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

740,755

1,620,909

405,651

828,461

24,293

160,763

△6,311

5,776,289

4,502,272

2,167,219

1,348,351

195,116

381,378

198,664

211,541

171,702

1,102,314

1,090,474

11,840

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,045,835

短 期 借 入 金 1,570,669

未 払 費 用 338,176

未 払 法 人 税 等 1,496

賞 与 引 当 金 111,178

そ の 他 215,074

固 定 負 債 4,206,235

長 期 借 入 金 1,039,950

リ ー ス 債 務 381,966

繰 延 税 金 負 債 269,534

退 職 給 付 引 当 金 1,663,013

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 82,396

環 境 対 策 引 当 金 7,352

預 り 敷 金 731,735

そ の 他 30,287

負　債　合　計 7,488,665

純　資　産　の　部

株 主 資 本 1,527,679

資 本 金 500,000

資 本 剰 余 金 49,674

利 益 剰 余 金 1,273,290

自 己 株 式 △295,286

評 価 ・ 換 算 差 額 等 320,444

その他有価証券評価差額金 392,875

為 替 換 算 調 整 勘 定 △72,430

少 数 株 主 持 分 214,023

純　資　産　合　計 2,062,147

資　産　合　計 9,550,812 負債・純資産合計 9,550,812

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで )

（単位：千円）

科　　目 金　　額

売 上 高     6,602,863

売 上 原 価     6,295,994

売 上 総 利 益     306,869

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     1,286,669

営 業 損 失     979,800

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 3,180     

受 取 配 当 金 16,917     

受 取 補 助 金 17,258     

そ の 他 34,876 72,234

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 92,963     

為 替 差 損 70,959     

そ の 他 945 164,868

経 常 損 失     1,072,434

特 別 利 益         

固 定 資 産 売 却 益 215,705 　

そ の 他 20,740 236,446

特 別 損 失         

固 定 資 産 除 売 却 損 4,760     

特 別 退 職 金 12,767     

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 7,352     

リ ー ス 解 約 損 4,073 28,953

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失     864,941

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △24,876 △24,876

少 数 株 主 利 益     5,602

当 期 純 損 失     845,667

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（ 平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで ）

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日　残高 500,000 49,674 2,121,240 △295,270 2,375,644

連結会計年度中の変動額      

従 業 員 奨 励 福 祉 基 金 － － △2,281 － △2,281

当 期 純 損 失 － － △845,667 － △845,667

自 己 株 式 の 取 得 － － － △15 △15

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － △847,949 △15 △847,964

平成22年３月31日　残高 500,000 49,674 1,273,290 △295,286 1,527,679

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日　残高 156,698 △81,825 74,873 158,184 2,608,702

連結会計年度中の変動額      

従 業 員 奨 励 福 祉 基 金 － － － － △2,281

当 期 純 損 失 － － － － △845,667

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △15

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

236,176 9,394 245,570 55,838 301,409

連結会計年度中の変動額合計 236,176 9,394 245,570 55,838 △546,555

平成22年３月31日　残高 392,875 △72,430 320,444 214,023 2,062,147

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

①　連結子会社の数 ６社

②　主要な連結子会社の名称 瀋陽日新気化器有限公司

 NIKKI AMERICA,INC.

 NIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS,LLC

 田島精密工業株式会社

 ニッキ・テクノ株式会社

 株式会社ニッキ　ソルテック　サービス
　
（2）主要な非連結子会社の名称

①　主要な非連結子会社の名称 NIKKI KOREA CO.,LTD.

②　連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、同社の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影

響を及ぼしていないためであります。

　

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。

（2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

・主要な会社の名称

（関連会社） 泰華化油器股份有限公司

・持分法を適用しない理由 持分法を適用していない関連会社は当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、重要性がないためであ

ります。

　

３．連結の範囲の変更に関する事項　

当社の連結子会社でありました株式会社ニッキ　ソルテックは、平成21年４月１日を合併

期日として株式会社日気サービスを吸収合併し、株式会社ニッキ　ソルテック　サービスに

商号変更しております。

　

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

瀋陽日新気化器有限公司、NIKKI AMERICA,INC.及びNIKKI AMERICA FUEL SYSTEMS, LLCの決

算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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連結注記表
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５．会計処理基準に関する事項

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

　　・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）
　

　　・時価のないもの 移動平均法による原価法
　

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　

（3）固定資産の減価償却の方法  

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子

会社は定額法を採用しております。ただし、当社及び

国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）及び賃貸用資産に係る建物並び

に構築物について定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は下記のとおりです。

建物及び構築物　　　　　３～65年

機械装置及び運搬具　　　３～12年

その他　　　　　　　　　１～20年

②　無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

③　リース資産 　

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。
　

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。
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（4）引当金の計上基準 　

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 当社及び一部の連結子会社は、従業員の賞与の支払に

備えるため、支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、数理計算上の差異及び過去勤

務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により

処理しております。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末支給見込額を計上しております。

⑤　役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えて、当連結会計年度末におけ

る支給見込額に基づき計上することとしております。

⑥　環境対策引当金　 「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措置法」によるＰＣＢ廃棄物の処

理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。
　

（5）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

③　ヘッジ方針 当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変

動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を

利用しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しております。
 

（6）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法 税抜方式により処理しております。

　

６．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。
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７．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更の注記

（1）「退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）」の適用

当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）」（企業会計基準

第19号　平成20年７月31日）を適用しております。なお、同会計基準の適用に伴う退職給

付債務の変動はないため、これによる当連結会計年度の損益への影響はありません。

　

（2）「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」の適用

当連結会計年度より「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第22号　平成20年５月13日）を適用しております。な

お、これによる当連結会計年度の損益への影響はありません。

　

（連結貸借対照表等に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）担保に供している資産 建物及び構築物 222,226千円

　 土　地 142,056千円

 合　計 364,282千円

　
（2）担保に係る債務 短期借入金 1,414,919千円

 長期借入金 1,039,950千円

 合　計 2,454,869千円

　
２．有形固定資産の減価償却累計額 14,435,719千円

　

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,000千株

　

２．剰余金の配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

　　

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用について短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内規程に沿ってリスク低減を図ってお

ります。また、投資有価証券は株式であり、上場会社については四半期ごとに時価の把握を

行っております。

借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長

期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップを実施して支払利息の固定化を実施してお

ります。なお、デリバティブ取引の執行、管理につきましては、取引権限を定めた社内規程

に基づき行っております。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

　（単位：千円）

　 　 連結貸借対照表

　 計上額（＊）　
時価（＊） 差額

（1）現金及び預金　 740,755　 740,755　 －　

（2）受取手形及び売掛金 1,620,909　 1,620,909　 －　

（3）投資有価証券

その他有価証券　

　

1,055,451　

　

1,055,451　

　

－　

（4）支払手形及び買掛金 (1,045,835)　 (1,045,835)　 －　

（5）短期借入金 (1,570,669)　 (1,570,669)　 －　

（6）長期借入金　 (1,039,950)　 (1,038,767)　 △1,182　

（7）リース債務（固定負債） (381,966)　 (381,966)　 －　

（8）デリバティブ取引 －　 －　 －　

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（3）投資有価証券

取引所の価格によって時価を算定しております。

（4）支払手形及び買掛金、（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるため時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（6）長期借入金　

長期借入金のうち、変動金利によるものは、金利が一定期間ごとに更新される条件とな

っているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

固定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

（7）リース債務（固定負債）

元金利の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

（8）デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は、（6）長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額35,022千円）は、市場価値がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、（3）投資有価証券に含めておりません。

 (注３）預り敷金（連結貸借対照表計上額731,735千円）は、残存期間を特定できず、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、開示対象より除いております。

（追加情報）

当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10

日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20

年３月10日）を適用しております。　
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（賃貸等不動産の状況に関する事項）　

当社では、東京都品川区において、賃貸用オフィスビルを所有し、不動産賃貸事業を行ってお

ります。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、429,943千円（賃貸収

益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。　　

　　　　　　　　　　　　　　                                        　（単位：千円）

連結貸借対照表計上額　
当連結会計年度末の時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

　 　　   1,452,978 　　　 　　△46,015        　 1,406,962 4,704,231

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）当連結会計年度増減額のうち主な減少額は、減価償却費であります。　

（注３）当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額

であります。

（追加情報）　

当連結会計年度より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

20号　平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。　

　　

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 197円 9銭

１株当たり当期純損失 90円18銭

　

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。　
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貸　借　対　照　表

（平成22年３月31日現在）

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目 金 額 科　　目 金 額

流 　 動 　 資 　 産 3,058,288 流 　 動 　 負 　 債 3,164,921

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 　 定 　 資 　 産

有  形  固  定  資  産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無  形  固  定  資  産

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

そ の 他

217,028

3,628

1,787,990

212,023

573,812

24,293

18,134

115,272

71,975

41,645

△7,516

6,006,209

3,441,062

1,787,392

33,236

679,898

8,843

189,818

162,172

381,378

198,321

126,468

74,095

50,596

1,776

2,438,678

1,074,105

648,363

187,380

518,958

9,871

支 払 手 形 648,130

買 掛 金 341,580

短 期 借 入 金 1,331,669

１年内返済予定の長期借入金 239,000

リ ー ス 債 務 88,652

未 払 金 15,076

未 払 費 用 294,034

未 払 法 人 税 等 1,268

前 受 金 44,529

預 り 金 11,847

賞 与 引 当 金 100,466

設 備 関 係 支 払 手 形 47,640

そ の 他 1,027

固 　 定 　 負 　 債 4,159,090

長 期 借 入 金 1,039,950

リ ー ス 債 務 381,966

繰 延 税 金 負 債 269,534

退 職 給 付 引 当 金 1,641,710

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 82,132

環 境 対 策 引 当 金 7,352

預 り 敷 金 731,735

そ の 他 4,709

負　債　合　計 7,324,012

純　資　産　の　部

株  主  資  本 1,347,610

資 　 本 　 金 500,000

資 本 剰 余 金 26,902

資 本 準 備 金 26,902

利 益 剰 余 金 1,115,994

利 益 準 備 金 125,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 990,994

退 職 手 当 積 立 金 6,800

別 途 積 立 金 1,804,000

繰 越 利 益 剰 余 金 △819,806

自 己 株 式 △295,286

評 価 ・ 換 算 差 額 等 392,875

その他有価証券評価差額金 392,875

純　資　産　合　計 1,740,485

資　産　合　計 9,064,497 負債・純資産合計 9,064,497

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで )

（単位：千円）

科　　目 金　　額

売 上 高  5,389,980

売 上 原 価  5,317,800

売 上 総 利 益  72,180

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,054,047

営 業 損 失  981,867

営 業 外 収 益      

受 取 利 息 29,680     

受 取 配 当 金 21,927     

技 術 指 導 料 収 入 39,408     

雑 収 入 21,480 112,497

営 業 外 費 用      

支 払 利 息 81,199     

為 替 差 損 69,154     

雑 損 失 942 151,297

経 常 損 失  1,020,667

特 別 利 益      

固 定 資 産 売 却 益 219,367 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 4,714 224,081

特 別 損 失      

固 定 資 産 除 売 却 損 3,560     

特 別 退 職 金 11,153     

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 7,352 22,065

税 引 前 当 期 純 損 失  818,651

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,155 1,155

当 期 純 損 失  819,806

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（ 平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで ）

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合　　　計退職手当

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成21年３月31日　残高 500,000 26,902 26,902 125,000 6,800 2,164,250 △360,250 1,935,800 △295,270 2,167,432

事業年度中の変動額           

当 期 純 損 失 － － － － － －△819,806 △819,806 － △819,806

自己株式の取得 － － － － － － － － △15 △15

別途積立金の取崩 － － － － － △360,250 360,250 － － －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － △360,250 △459,556 △819,806 △15 △819,822

平成22年３月31日　残高 500,000 26,902 26,902 125,000 6,800 1,804,000 △819,806 1,115,994 △295,286 1,347,610

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等合計

平成21年３月31日　残高 156,698 156,698 2,324,131

事業年度中の変動額    

当 期 純 損 失 － － △819,806

自己株式の取得 － － △15

別途積立金の取崩 － － －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

236,176 236,176 236,176

事業年度中の変動額合計 236,176 236,176 △583,645

平成22年３月31日　残高 392,875 392,875 1,740,485

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券  

・時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）
　

・時価のないもの 移動平均法による原価法
　

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　

（3）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）及び賃貸用資産に係る建物並びに構築物

は、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数

は下記のとおりです。

建  物　　    　　   ５～65年

構築物　　　　       ７～50年

機械及び装置   　    ９～12年

車両運搬具　　　　   ３～７年

工具、器具及び備品　 １～20年

②　無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

③　リース資産 　

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。
　

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。
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（4）引当金の計上基準  

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上

しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、数理計算上の差異及び過去勤務債

務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により処理

しております。

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

当事業年度末支給見込額を計上しております。

⑤　環境対策引当金 「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措置法」によるＰＣＢ廃棄物の処

理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。
　

（5）重要なヘッジ会計の方法 　

①　ヘッジ会計の方法 金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金

③　ヘッジ方針 当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変

動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を

利用しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しております。
　

（6）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法 税抜方式により処理しております。
　

（7）会計方針の変更

「退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）」の適用

当事業年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第

19号　平成20年７月31日）を適用しております。なお、同会計基準に適用に伴う退職給付

債務の変動はないため、これによる当事業年度の損益への影響はありません。　
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２．貸借対照表に関する注記

（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産 建　物 221,329千円

　 構築物 896千円

　 土　地 142,056千円

　 合　計 364,282千円
　

②　担保に係る債務 短期借入金 1,175,919千円

　 １年内返済予定の長期借入金 239,000千円

 長期借入金 1,039,950千円

 合　計 2,454,869千円

　
（2）有形固定資産の減価償却累計額 13,736,715千円

　
（3）関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 680,111千円

②　長期金銭債権 518,958千円

③　短期金銭債務 40,937千円

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 1,261,130千円

②　仕入高 641,198千円

③　営業取引以外の取引高 85,362千円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 623千株
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳　（単位：千円）

（繰延税金資産）  

賞与引当金 40,879

退職給付引当金 668,012

役員退職慰労引当金 33,492

貸倒引当金 3,119

たな卸資産評価損 80,601

関係会社株式評価損 25,793

投資有価証券評価損 12,202

未払費用 96,120

繰越欠損金 890,694

その他 54,484

繰延税金資産小計 1,905,400

評価性引当額 △1,905,400

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △269,534

繰延税金負債合計 △269,534

繰延税金資産（負債）の純額 △269,534

　
６．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（1）事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 34,356千円 32,004千円 2,352千円

合 計 34,356千円 32,004千円 2,352千円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。
　
（2）事業年度の末日における未経過リース料相当額

未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,352千円

１年超 －千円

合　計 2,352千円
　
（3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 6,132千円

減価償却費相当額 6,132千円
　
（4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事 業 の
内 容

議決権等の
所有(被所有)

割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

　
子会社

　

　
NIKKI AMERICA
FUEL SYSTEMS,LLC
　

米 国
ｱ ﾗ ﾊ ﾞ ﾏ 州

6,230
千米ドル

汎用機
器事業

所有間接
70％

当社汎用機
器の製造、
販売

汎用機器の
部 品 売 上
(注)１

543,266 売 掛 金 341,539

貸 付 金 の
返 済
(注)３

　
129,716

　

関 係 会 社
短期貸付金

90,272

関 係 会 社
長期貸付金

518,958

利息の受取
(注)３

28,769

未収入金 27,557
技 術 指 導
料 収 入 等
(注)２

34,316

関連会社
泰華化油器股份
有 限 公 司

台 湾
高 雄 縣

15,000
千台湾ドル

汎用機
器事業

所有直接
50％

当社汎用機
器の販売

汎用機器の
製 品 売 上
(注)１

414,858 売 掛 金 104,093

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１　販売価格については市場情勢を勘案して、当社が希望価格を提示し価格交渉のうえ

決定しております。

（注）２　一般の市場価格等を勘案して決定しております。

（注）３　貸付金利は市場金利を勘案して決定しております。　

なお、取引金額には消費税等を含めておりません。また、期末残高には消費税等を含めてお

ります。

　

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 185円61銭

１株当たり当期純損失 87円42銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　

　　

　

　

　

　

　

　

　

　

※記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。




